
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③消費下支え等を
通じた生活者支援

【物価高騰】プレミアム付商品券発行事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対する支援を主目的に、売上げが減
少した市内販売店等の支援及び地域経済の活性化を間接的な目的とし、プレミアム商品券を発行するこ
とにより、物価高騰等に直面する生活者の支援を行う。
②プレミアム付商品券の販売等に要する経費
③
【歳入】240,025千円
売上金　　　　　　　  240,000千円（2千円×120,000冊）
雇用保険料（3名）　　　　 25千円
【歳出】377,175千円
職員時間外勤務手当                           　304千円
会計年度任用職員一般事務報酬（3名）　3,173千円
会計年度任用職員期末手当（3名）　　　　　661千円
会計年度任用職員勤勉手当（3名）　         265千円
会計年度任用職員費用弁償（3名）         　162千円
雇用保険料（3名）　　　　　　　　　　          　　67千円
消耗品費                                            　250千円
郵便料                                               1,970千円
複写機使用料                                         66千円（6月）
商品券等作製委託料                         　4,971千円
販売委託料　                                      5,286千円
地域経済活性化支援金　                  360,000千円
④市民（住民記録台帳登録者）

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

【物価高騰】水道事業電気料金高騰対策
事業

①物価高騰の影響を受けている上水道事業における電気料高騰分に交付金を活用することで、上水道
使用料金等への影響緩和を図り、市民等の負担増大を抑制する。
②対象施設において使用する電気料金高騰相当分
③上水道事業会計に繰り出し、R3年度比、電気料金高騰相当分を対象経費とする。
・電気料金高騰相当分　54,935千円
　（R7電気料金見込－R3電気料金実績）
④公営企業（上水道事業等）

R7.4 R8.3

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


